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移動販売車による食品販売開始に関するお知らせ 

 
 当社は、スーパーマーケットの店舗販売を補完する事業として、岐阜県瑞浪市で移動販売車による食品販売を

開始いたしますので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本事業開始にあたり、岐阜県瑞浪市で移動スー

パー「旨味屋号」を展開する株式会社旨味屋クラブ（本社：岐阜県瑞浪市、代表取締役：三輪晴二、以下「旨味屋ク

ラブ」という）と資本業務提携を締結いたしました。 
 

記 
 
1． 本事業開始の背景 

少子高齢化の進展や世帯人員の減少、運転免許証を自主返納する高齢者の増加など、社会環境の変化

を受け、地域社会では買物弱者（流通機能や交通網等の事情により日常の買物機会が十分に提供されてい

ない、もしくは日常の買物が不便な環境にある消費者）への対応が課題となっております。 
当社では、グループの経営資源を活かし、地域社会に対するサービスレベルの維持・向上を図ってまい

りました。株式会社ホームセンターバローでは、株式会社ベンリーコーポレーション（本社：愛知県清須市、

代表取締役：前田満定）とフランチャイズ契約を締結し、平成27 年4 月に生活支援サービスを開始いたしま

した。ホームセンター敷地内で展開する「ベンリーバロー各務原中央店」（岐阜県各務原市）、「ベンリーバロ

ー可児坂戸店」（岐阜県可児市）では、店舗の集客力を活かし、専門知識・技術を持つ従業員がお客様宅を

訪問し、水廻りのメンテナンスや庭木の剪定作業などのサービスを施工しております。グループ他事業の展

開からも知見を得ながら、社会的課題の解決に寄与する新たな事業の潜在性について検討を行い、本事業

を開始する運びとなりました。 
 
2． 本事業の概要 

当社の連結子会社である株式会社バローの岐阜県瑞浪市の店舗を拠点に、岐阜県瑞浪市全域を対象とす

る移動販売車による食品販売を平成30年4月2日より開始いたします。なお、展開地域につきましては、今後

段階的に拡大する予定です。 
 

移動販売車による食品販売の概要 
(1) 展 開 地 域 岐阜県瑞浪市全域 
(2) 展 開 方 法 移動販売車（3台）がコースを巡回し、お客様のご自宅前で販売 
(3) 取 扱 商 品 生鮮食品、加工食品、日配食品、菓子、雑貨、惣菜など 

 ※段階的に拡大する予定 
(4) 事 業 開 始 日 平成30年4月2日 
(5) 事 業 ス キ ー ム ・移動販売車のドライバー（個人事業主）が株式会社バローの店舗より

商品を仕入、移動販売車にてお客様に販売。 
・ドライバーは契約で定めるロイヤルティーを旨味屋クラブに支払う。 



 
軽トラックを改良した移動販売車 

  
3． 資本業務提携の内容 

本事業開始にあたり、当社と旨味屋クラブは、平成29年12月25日付で資本業務提携を締結いたしました。 

本提携は、当社グループがスーパーマーケット、ドラッグストア、ホームセンター等を展開する地域において

両者で移動販売事業を推進するとともに、第三者割当増資引受により、当社が旨味屋クラブの普通株式20株
を取得するものです。本提携に伴い、当社グループより1名が旨味屋クラブの取締役に就任しております。 

 
本提携先の概要 

(1) 名 称 株式会社旨味屋クラブ 
(2) 所 在 地 岐阜県瑞浪市土岐町3368番地の 3 
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 三輪 晴二 
(4) 事 業 内 容 移動販売業 

（岐阜県瑞浪市における移動スーパー「旨味屋号」の展開） 
(5) 資 本 金 300万円 
(6) 設 立 年 月 日 平成28年7月1日 
(7) 発行済株 式総数 60株 
(8) 大株主及び持株比率 三輪 晴二 66.66% 
(9) 当 社 と の 関 係 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況ともに該

当事項はありません。 
 
第三者割当増資引受による株式取得の概要 

(1) 株 式 取 得 日 平成30年1月25日 
(2) 取 得 株 式 数 普通株式20株 
(3) 取 得 価 額 1株につき 50,000円、総額 1,000,000円 
注： 取得後の当社の持株比率は25％となり、旨味屋クラブは当社の持分法適用関連会社となります。 
 

日程 
(1) 取締役会 決議日 平成29年12月18日 
(2) 資本業務提携締結日 平成29年12月25日 
(3) 取得株式の払込日 平成30年1月25日 

 
4． 今期業績に与える影響 

本件が連結業績に与える影響は軽微であります。 
 
以  上 


